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1-1.異常電池適正処理の必要性

• ELVにおいて、LiB搭載の電動車（HEV、PHEV、EV）の比率が、2035年に向け徐々に増加
するなか、今後 事故や災害等による損傷LiBの発生量も増加が見込まれる。

• 事故や災害などでLiBが損傷等を負った場合、正極と負極が短絡（ショート）し、
   大電流が流れて発熱、その熱がさらなる発熱を引き起こす熱暴走により、
   電池が発火、車両火災や建屋火災に繋がる危険性がある。

• 発火等の被害防止には、迅速な処置（LiBの残留エネルギー(残電圧）を放電）が必要であるが、
通常の機器につないでの放電では、上記発火が発生する危険性があるため、
塩水浸漬による発火を防止した形での放電処理が効果的な方法として認知されている。

• ただし、異常電池の発生量が少ないことから解体事業者での塩水浸漬の実績はほぼなく、
また異常電池の発生の仕方もケースバイケースであり、適正な取扱いに関する情報も少ない。

• 異常電池を安全に取り扱うためには、全国の解体事業者で適用可能な
異常電池対応マニュアルの提供とその周知が必要である。
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塩水浸漬による放電 乾燥・保管・輸送手配

1-1.異常電池適正処理の必要性

異常電池発生 車両としての保管 異常電池取り外し

どのように車両を輸送
すればいいか？

車両の保管方法は？
雨や雪の影響はどこま
で気にすべきか？

異常電池の車体からの取り
外し時の注意点は？

塩水浸漬前の穴あけ方法は？
塩水浸漬による放電方法は？
放電完了の確認方法は？

発生ガスや、排水の影響・処理方
法は？

失活した異常電池の
乾燥・保管方法・輸送方法は？

フォークリフトで突き刺す
ニブラで潰す等の行為で

発火の危険性あり
発火時の対応法は？



5

1-1.異常電池適正処理の必要性

• 本事業で明らかにしたい主な内容は以下の３点である。

異常電池
発火時の
対応方法
（パック、車両）

異常電池の
失活方法
（塩水放電処理）

事故車、
異常電池の
安全な
取り扱い・
保管方法
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1-2.事業概要
項目 概要

事業名 解体事業者における異常電池の適正処理実証

目的
解体事業者での異常電池のELVからの取り外し、塩水放電処理、保管方法、輸送荷姿等について、安全性等の実証とマ
ニュアルを作成し、今後 発生量増加が見込まれる異常電池の解体事業者での安全な輸送・処置・保管に寄与する。

目標 全国解体事業者での異常電池を適正処理可能とするためのマニュアルの完成と周知を図る。

主な実施内
容

2024年度

① LiB搭載の事故車に対する取り扱い方法（移動、解体現場での保管）調査

②
異常電池の車体からの取り外し方法、塩水浸漬前の電池発火時の鎮火方法、塩水浸漬による放電方法、乾
燥・保管方法、回収拠点への輸送方法等の確認・決定（過去の実証などを基に決定）

③-1 マテックでの電池の塩水浸漬による放電の実証（S、M、L、の3タイプの電池を各1個実施）

④ 異常電池火災時の消火器等を用いた鎮火方法検証（パック試験）

2025年度

③-2 マテックでの電池の塩水浸漬による放電の実証（LLを1個実施）

⑤ 他解体事業者2~3社での塩水浸漬実施（マテック実施方法が他の解体事業者でも適用可能か確認）

⑥ 異常電池発火時の燃焼状況確認

⑦ 異常電池火災時の消火器・防火シート・砂等の組み合わせによる鎮火方法検証（モジュール・パック）

⑧ マニュアル案検討

2026年度

⓽ 異常電池火災時の消火器・防火シート・砂等の組み合わせによる鎮火方法検証（車両）

⑩ 実証を踏まえたマニュアルの作成

⑪ 分かり易い動画を作成、活用した解体事業者への周知活動

事業期間 2024年7月1日～2027年3月31日

※異常電池とは、事故等により電池パックの内部又は外装が物理的に損傷し、短絡、発火、熱暴走が発生する可能性のあるリチウムイオン電池（以下LiB）を示す。
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1-3. 実施体制

代表事業者
（株）マテック

全体統括
LiBの塩水浸漬による放電等の
各種実証を現場で実施

（株）矢野経済研究所

代表事業者・共同事業者

各種調整・会議運営、報告書
等各種資料作成等

外注先

アドバイザー

JAMA
（無償協力）

JARP
（無償協力）

（一社）日本自動車
リサイクル機構

解体事業者調整、普及・啓発
を実施

技術監修・アドバイス
（松田産業（株））

発生ガス分析
（（株）環境管理センター）

排水分析・処理会社

電池に関する各種技術的な
知見を基に、技術アドバイスの
実施、マニュアル監修等実施

実務運営の視点からのマニュアル
監修と、普及・啓発等を実施
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2-1.2024年度実施内容概要

• 塩水放電については問題なく完了した。消火試験は着手すべき新たな課題を把握した。

項目 詳細

LiB搭載の事故車に対する取り扱い
方法

一般社団法人日本自動車工業会（以下JAMA）、日本自動車輸入組合
（JAIA）の会員企業に対してアンケートを実施し、15社から回答を得ることができた。

塩水放電

使用LiB SはワゴンR、Mはフィット、Lはプリウスの３タイプで実施。

塩水放電
S、M、Lを１％濃度の塩水で放電したところ、24時間後の失活を確認した。

失活確認

発生ガス
測定

水素、塩化水素、弗化水素、塩素はすべて基準値以下であり、全炭化水素も投入
前と投入後の最大値との差はわずかであった。

排水分析
銅・亜鉛・鉄・アルミニウムなどは環境中に排出できない濃度であるが、有害金属等の
健康に関する項目では特に基準を超えるものではなく、水酸化物沈殿処理など、一
般的な水処理で浄化可能な水質であったことを確認した。

消火試験

モジュール消火試験で効果の高かった消火器２種を用いてパックでの消火試験を実施した。
• 水（浸潤剤入り）消火器10本で鎮火できなかった。
• 強化液（中性）消火器15本で鎮火できなかった。

異常電池の取り扱い状況を想定し、結果を踏まえ推奨取り扱い方法を提示する。
発火を想定し、LiB燃焼のメカニズム、発火要因を整理し、消火方法（延焼防止を含む）を検討する。

2025年度以降の実施内容の見直し
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2-2.2024年度実施スケジュール

• 2024年度実施内容はすべて予定通り完了した。

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

提案時計画

３月末計画

実績

提案時計画

３月末計画

実績

提案時計画

３月末計画

実績 完了

提案時計画

３月末計画

実績

提案時計画

３月末計画

実績

提案時計画

３月末計画

実績 完了

提案時計画

３月末計画

実績 完了

提案時計画

３月末計画

実績

提案時計画

３月末計画

実績

2025年2024年

④マテックでの異常電池火災時の消火器等を用いた鎮火方法検証

⑤実証を踏まえた異常電池取り扱いに関する

マニュアル作成

自動車用防火シートメーカー、保管用容器メーカーへの

ヒアリング調査

自動車メーカーにアンケート調査

①LiB搭載の事故車に対する取り扱い方法

（移動、解体現場での保管）調査

消火器を用いた火災試験方法検討

車体からの取り外し、塩水浸漬前の電池発火時の鎮

火方法、塩水浸漬による放電、乾燥・保管、

回収拠点への輸送方法確認・決定

実証電池の決定（Ｓ，Ｍ、Ｌの3タイプ）

②異常電池の車体からの取り外し、塩水浸漬前の

電池発火時の鎮火方法、塩水浸漬による放電、

乾燥・保管、回収拠点への輸送方法確認・決定

実証時の発生ガス、排水分析等

電池の分解・塩水浸漬による放電の実証

③-1マテックでの電池の分解、塩水浸漬による放電の

実証（S、M、Lの3タイプの電池を各1個実施）

項目



10

2-3.LiB搭載の事故車に対する取り扱い方法

項目 回答

車両のボディにLiB搭載車とわかる掲示等があるか ➢ 表示なし6社、表示あり9社（外部から確認不可6社、外部から確認可3社）。

事故車（LiB搭載車）発火時の対処方法又は留意点 ➢ 消火器で初期消火８社、大量の水で消火１社、防火ブランケットを配備予定1社

損傷バッテリーの発火等の危険性判断方法又は留意点

➢ 高電圧バッテリ周辺のボディ変形、LiBパックの変形・割れ、腐食による損傷。端子・電動部の機械的損傷確認。
➢ 液漏れ（視認できる、または臭いがする）、バッテリハウジングからのクーラント漏れまたは冷媒漏れ確認。
➢ 発熱（変色）（80℃以上）確認。
➢ 漏電・残電圧の確認。シャシーと高電圧部位との絶縁抵抗測定。

事故車（LiB搭載車）の推奨移動方法又は留意点

➢ 高電圧システムを遮断し、輸送前に高圧バッテリーは最大1時間、明白に火・煙・熱が出なかったことを確認する。
➢ 輸送前に、高圧バッテリーを完全に冷却する。車両を引き渡す際、牽引会社や引渡し先に車両のドライブの種類および

行った消防署の措置 (高圧電源の無効化など) を通知し、バッテリーが発火する危険性を伝える。
➢ 最も短い距離で、最も安全に輸送できるルートを選択し、トンネルの通過は避ける。
➢ 原則として積載車で輸送する。
➢ 液漏れ、発熱、漏電の有無を確認し、安全が確認出来れば、現場でLiB取り外し。

事故車の解体現場での推奨保管方法又は留意点

➢ 段積み禁止。外の風通しのいい場所で、雨水等濡れない場所で、他のものから 15 メートル以上離して保管。「高電圧
作業中・触るな！」の標示を付ける。可能であれば防火シートをかけて保管。

➢ 表面温度確認（60 °C未満）。
➢ 電池が危険な状態の場合は、早急に無力化処置を施す（1社）。

損傷バッテリーの車体からの推奨取り外し方法又は留意点 ➢ システムを停止し、絶縁工具の使用と保護メガネやゴム手袋を着衣し、有機溶剤用マスクの着用して作業を行う。

損傷バッテリーの車体からの取り外し以後の推奨保管又は留
意点

➢ 屋外に保管し、水の浸入を防ぐため、適切な有害廃棄物処理バッグに入れる。
➢ 可燃物から 5m 離れた場所に保管する。内壁/構造用鋼材から 2.5m 離す。
➢ 中身が分かるように、バッグの外側にはっきりとラベルを貼る。

損傷バッテリーの推奨処理方法又は留意点 ➢ 塩水放電７社、真水放電1社、その他危険と判断されたものは何かの処置を行わないが1社。

• 一般社団法人日本自動車工業会（以下JAMA）、日本自動車輸入組合（JAIA）の会員企業に対して
アンケートを実施し、 15社から回答を得ることができた。

本結果を今後作成する解体事業者向けマニュアルに反映する
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2-4.塩水放電

S M L

車種 DBA-MH34S  ワゴンR  2012/10月製 DAA-GP5 フィット 2014/6月製 DLA-ZVW35 プリウス 2013年9月製

写真

セル個数 ５セル（5個/列 × 1列） 48セル（12個/列 × 4列） 56セル（14個/列 × 4列）

接続方式 直列 直列 直列

電圧/総電圧 2.4V/12V 3.6V/173V 3.7V/207.2V

容量 3Ah 5.0Ah 21.5Ah

総電力量 36Ｗh 864Wh 4.4kWh

重量 2.5kg 27kg 77kg

充電状態 ― 202V 234V（上限近くまで充電）

• S、M、Lで入手しやすい以下３タイプの電池を手配。

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析
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• LiBを塩水放電する際は、水素、塩素、弗化水素等のガス発生が想定されるため、屋根のある屋外が望ましい。

• 今回は塩水放電時の発生ガス計測を行うため、発生ガスが飛散しない換気が可能な屋内で実施した。

• 塩水放電を行うために、M、Lは1010L入るタイプの大型の容器を、Sは20.7Lの小さな容器を用意した。

実施場所

換気装置

図．M、L用塩水放電容器（１電池に１個使用）

図.塩水放電実施場所
図．S用塩水放電容器

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析

項目 詳細

外寸 1700×1240×730mm

内寸 1580×1100×590mm

有効内寸 1560×1080×575mm

圧縮荷重 620.3kN(63300kgf)

材質 PP

内容量 1010L

項目 詳細

外寸 435×327×207mm

内寸 385×277×201mm

有効内寸 374×266×187mm

圧縮荷重 40.6kN(4140kgf)

材質 PP

内容量 20.7L

2-4.塩水放電
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LiBの高さまで沈めるこ

とが可能な量の真水を

用意

真水にLiBを沈める 10％の塩水をひしゃく

で加え、LiBを入れてい

る水の塩水濃度が1％

となるようにする

24時間塩水浸漬する

真水 真水

10％濃度
塩水

1％濃度塩水

LiB LiBLiB LiB

• 塩水放電方法は、LiBの高さまで沈めることが可能な量の真水を用意した。

• まずは真水にLiBを沈め、そこにひしゃく等で塩水を注水した。

• 塩水を注水する際は、急激な反応が起こらないように、直接電池に当たらないように配慮しながら撹拌した。

• 塩水濃度は1％となるように調整した。

• 塩水放電時間は24時間とした。

図．塩水放電手順

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析2-4.塩水放電



14

S M L

塩水
投入
直後

１時間
後

24時
間後

• 塩水投入後から、気泡や鉄や銅由来と推測される茶色いにごりが発生した。

• 反応は塩水投入後１時間程度までがピークであり、その後は大きな変化が見られなかった。

• Lにおいて塩水放電時の水温計測を行ったが、水温は最高でも初期（14℃）から、+8℃程度であった。

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析2-4.塩水放電
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• S、M、Ｌのいずれの電池も塩水放電後の失活を確認した。

図．塩水放電後の水洗い（L）

図．S及びMの失活確認

図．Lの失活確認

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析2-4.塩水放電
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• LiBを塩水放電した際には水素、塩化水素、フッ化水素等のガスが発生するが、発生したガスが作業者にとって有害な濃度でな
いか確認を行った。発生ガス計測は、1測定につき2か所で測定した（1は作業者の顔の位置、2は容器中央の水面近く）。

図．発生ガス測定箇所

表．発生ガス測定検体数

容器側面の地面から150㎝のあたりで計測

容器中央の水面近く
（容器上部から30㎝下あたり）で計測

1

2

項目
計測間隔

（公定法）

計測間隔

（本実証）

投入

前

投入

直後
4分 8分 10分 12分 16分 20分 25分 30分 40分 50分

1時

間

2時

間後

24時

間後

検体

数

水素 10分ごと
4分

（1分吸引、3分交換）
1 2 2 2 ー 2 2 2 ー ー 2 ー 2 2 2 21

全炭化水

素
10分ごと

4分

（1分吸引、3分交換）
1 2 2 2 ー 2 2 2 ー ー 2 ー 2 2 2 21

塩化水素 30分ごと
20分

（12～13分吸引、7分交換）
1 2 ー ー ー ー ー 2 ー ー 2 ー 2 2 2 13

弗化水素 30分ごと
10分

（5分吸引、5分交換）
1 2 ー ー 2 ー ー 2 ー 2 2 2 2 2 2 19

塩素 20分ごと
25分

（20分吸引、5分交換）
1 2 ー ー ー ー ー ー 2 ー ー 2 ー 2 2 11

85

※数値は１回当たりの計測検体数、１の場合は容器中央（直上）計測のみ

合計計測タイミング

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析2-4.塩水放電
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• 水素、塩化水素、弗化水素、塩素ではすべて基準値以下。全炭化水素も容器中央（直上）において投入前は24ppm、最
大でも24時間後の32ppmであり、投入前と投入後の最大値との差はわずか。

※ただしn＝１の結果であるため、電池の損傷状態によっては排ガス発生量が増える可能性がある

単位：％は体積百分率を示す（水素）、ppmは体積百万分率を示す(水素以外）

測定箇所 投入前 投入直後
4

分後

8

分後

10

分後

12

分後

16

分後

20

分後

25

分後

30

分後

40

分後

50

分後
1時間後 2時間後 24時間後

定量下限値：0.1% ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 - ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 - - ＜0.1 - ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1

基準値適否（爆発下限界：4％） 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 - - 〇 - 〇 〇 〇

定量下限値：0.1% - ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 - ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 - - ＜0.1 - ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1

基準値適否（爆発下限界：4％） - 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 - - 〇 - 〇 〇 〇

メタン換算　定量下限値：1ppm 24 26 18 21 - 18 22 19 - - 18 - 24 19 32

基準値無し

メタン換算　定量下限値：1ppm - 16 24 18 - 28 15 16 - - 16 - 17 21 38

基準値無し

定量下限値：0.3ppm 1.3 0.5 - - - - - ＜0.3 - - ＜0.3 - 0.6 1.1 ＜0.3

基準値適否※　最大許容濃度：2ppm 〇 〇 - - - - - 〇 - - 〇 - 〇 〇 〇

定量下限値：0.3ppm - ＜0.3 - - - - - ＜0.3 - - ＜0.3 - ＜0.3 ＜0.3 0.4

基準値適否※　最大許容濃度：2ppm - 〇 - - - - - 〇 - - 〇 - 〇 〇 〇

定量下限値：0.1ppm ＜0.1 ＜0.1 - - ＜0.1 - - ＜0.1 - ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1

基準値適否※　最大許容濃度：3ppm 〇 〇 - - 〇 - - 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇

定量下限値：0.1ppm - ＜0.1 - - ＜0.1 - - ＜0.1 - ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1 ＜0.1

基準値適否※　最大許容濃度：3ppm - 〇 - - 〇 - - 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇

塩素(定量下限値：0.05ppm) ＜0.05 ＜0.05 - - - - - - ＜0.05 - - ＜0.05 - ＜0.05 ＜0.05

基準値適否※　最大許容濃度：

0.5ppm
〇 〇 - - - - - - 〇 - - 〇 - 〇 〇

塩素(定量下限値：0.05ppm) - ＜0.05 - - - - - - ＜0.05 - - ＜0.05 - ＜0.05 ＜0.05

基準値適否※　最大許容濃度：

0.5ppm
- 〇 - - - - - - 〇 - - 〇 - 〇 〇

※公益財団法人日本産業衛生学会韓国の2023年度の核物質の許容濃度を基準とした

塩化

水素

直上

側面

試料名称（採取時間）

水素

直上

側面

全炭

化水

素

直上
-

側面
-

※全炭化水素は、大気汚染防止法の揮発性有機化合物の測定方法で測定しており、対象施設では排出口において400ppm～60000ppmといった基準が決められている。今回の作業は、この基準が適用される作業ではなく、排出口での測定でもないので基準なしとした。

弗化

水素

直上

側面

塩素

直上

側面

表.発生ガス測定結果

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析2-4.塩水放電
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• 塩水放電後の排水にどのような物質がどの程度含有されているのか、Lの塩水放電を行った排水の分析を
実施した。以下分析項目に、アルミ、鉄、リチウム、マンガン、コバルトを追加し分析を行った。

図．採取した排水

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析2-4.塩水放電
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分析項目 単位
環境省

一般排出基準
結果 分析方法

水素イオン濃度  [ pH] 5.8-8.6 8.4 JISK0102の12.1（ガラス電極法）［at25゜C]

生物化学的酸素要求量  [BOD] mg/L 160 1.7 JISK0102の21(DOはJISK0102の32.3)

化学的酸素要求量  [COD] mg/L 160 11 JISK0102の17

浮遊 物質量  [SSJ mg/L 200 390 昭和46年環境庁告示第59号付表9

ノルマヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有 量） mg/L 5 く1 JISK0102の24及びK0102の附属書1のIIの1

ノルマヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量） mg/L 30 く1 JISK0102の24及びK0102の附属書1のIIの2

フェノール類含有量 mg/L 5.00 0.06 JJSK0102の28.1.2

銅含有量 mg/L 3 16 JISK0102の52.5

亜鉛含有量 mg/L 2 28 JISK0102の53.4

溶解性鉄含有量 mg/L 10 く0.1 JISK0102の57.4備考12

クロム含有量 mg/L 2 0.1 JISK0102の65.1.5

大腸菌群数  個／mc3 3000 0 昭和37年厚生省・建設省令第1号

窒素含有量 mg/L 120 14 JISK0102の45.2

燐含有量 mg/L 16 0.21 JISK0102の46.3.2

カドミウム及びその化合物 mg/L 0.1 く0.001 JISK0102の55.4

シアン化合物 mg/L 1 く0.1 JISK0102の38.1.2及び38.3

有機燐化合物 mg/L 1 く0.1 昭和49年環境庁告示第64号付表1

鉛及びその化合物 mg/L 0.100 0.024 JISK0102の54.4

六価クロム化合物 mg/L 0.5 く0.02 JISK0102の65.2.5

砒素及びその化合物 mg/L 0.1 <0.005 JISK0102の61.4

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化 mg/L 0.005 く0.0005 昭和46年環境庁告示第59号付表2

アルキル水銀化合物 mg/L 検出されないこと く0.0005 昭和46年環境庁告示第59号付表3

ポリ塩化ビフェニル【PCB】 mg/L 0.003 く0.0005 昭和46年環境庁告示第59号付表4

トリクロロエチレン mg/L 0.3 く0.0005 JISK0125の5.2.2

テトラクロロエチレン mg/L 0.1 く0.0005 JISK0125の5.2.2

• 銅・亜鉛・鉄・アルミニウムなどは環境中に排出できない濃度であるが、有害金属等の健康に関する項目では特に
基準を超えるものではなく、水酸化物沈殿処理など、一般的な水処理で浄化可能な水質であった。

※ただしn＝１の結果であるため、電池の損傷状態によっては排水に含有する有害物質量が増える可能性がある

分析項目 単位
環境省

一般排出基準
結果 分析方法

ジクロロメタン mg/L 0.2 く0.002 JISK0125の5.2.2

四塩化炭素 mg/L 0.02 く0.0002 JISK0125の5.2.2

1, 2ージクロロエタン mg/L 0.04 0.0006 JISK0125の5.2.2

1, 1ージクロロエチレン mg/L 0.2 く0.002 JISK0125の5.2.2

シスー1, 2- ジクロロエチレン mg/L 0.4 く0.004 JISK0125の5.2.2

1, 1, 1ートリクロロエタン mg/L 3 く0.0005 JISK0125の5.2.2

1, 1, 2ートリクロロエタン mg/L 0.06 く0.0006 JISK0125の5.2.2

1, 3ージクロロプロペン mg/L 0.02 く0.0002 JISK0125の5.2.2

チウラム mg/L 0.06 く0.0006 昭和46年環境庁告示第59号付表5

シマジン mg/L 0.03 く0.0003 昭和46年環境庁告示第59号付表6の第1

チオベンカルブ mg/L 0.06 く0.002 昭和46年環境庁告示第59号付表6の第1

ベンゼン mg/L 0.100 0.008 JISK0125の5.2.2

セレン及びその化合物 mg/L 0.1 く0.002 JISK0102の67.4

ほう素及びその化合物 mg/L 10 く0.2 JISK0102の47.4

ふっ素及びその化合物 mg/L 8.0 0.4 JISK0102の34.1

1, 4ージオキサン mg/L 0.5 く0.001 昭和46年環境庁告示第59号付表8

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び酸化合物 mg/L 100 1.4 JISK0102の43.2.1に準ずる

溶解性マンガン mg/L 10 0.12 JISK0102の56.4備考8

全鉄 mg/L なし 59 JISK0102の57.4

マンガン及びその化合物 mg/L なし 0.39 JJSK0102の56.5に準ずる

ニッケル mg/L なし 1.6 平成15年10月10日健水発第1010001号別添方法4

アルミニウム及びその化合物 mg/L なし 27 平成15年厚生労働省告示第261号別表第6

リチウム mg/L なし 0.02 分ず析る化学便覧改訂六版5.1.1aに準

コバルト mg/L なし く0.01 JISK0102の60.4

表.排水分析結果

使用LiB 塩水
放電

失活
確認

ガス
測定

排水
分析2-4.塩水放電
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2-5.消火試験（モジュール）

• 解体現場での異常電池発火を想定し、初期消火に有効な方法（消火器）を確認した。

• 現状モジュールレベルで消火試験を実施中。消火器候補として、水（浸潤剤入り）消火器、 CO2消火器、
ABC消火器、強化液（中性）消火器で消火をトライしたが、いずれも鎮火には至らなかった。

図.LiBモジュールの着火方法 図.消火試験の様子

熱電対（空間）

熱電対（上部）

ヒーター

熱電対（ヒーター近傍）

熱電対（空間）

熱電対（底面）

カメラ側から 裏側から

ヒーター

熱電対（上部）

熱電対（ヒーター近傍）
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水（浸潤剤入り）消火器

ヒーター近傍

電池底部

電池上部

空間

電池上部最高527℃

電池底部最高297℃

空間最高669℃

電解液に着火

消火器噴射開始 約34秒間

0
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0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

温
度

℃

経過時間 min

強化液（中性）消火器）３本使用

ヒーター近傍

電池底面

電池上部

空間
電池上部最高386℃

電池底部最高335℃

空間最高593℃

電解液に着火

消火器噴射１回目46秒間

消火器噴射2回目54秒間
消火器噴射3回目52秒間

抑制

火が消える
再発火

305℃

383℃

2-5.消火試験（モジュール）

• ４つの消火器の中で冷却効果の高かった強化液（中性）、水（浸潤剤入り）消火器でパック試験を実施
することとした。
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ABC消火器（3本使用）

ヒーター近傍

電池底面

電池上部

空間電池上部最高482℃

電池底部最高317℃

空間最高623℃

電解液に着火

消火器噴射開始 ３本連続 約1分12秒間
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CO2消火器

ヒーター近傍

電池底面

電池上部

空間

電池上部最高742℃

電池底部最高469℃

空間最高832℃
電解液に着火

消火器噴射開始 約16秒間

図. 各消火器使用時の温度推移
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2-6.消火試験（パック）

• モジュールで冷却効果の高かった消火器２種を用いてパックの消火試験を実施した。

• モジュールの発火状況から、ヒーターを挿入した1つのセルから連鎖して次々と発火し、消火器を使用すること
で、延焼を一定時間抑制できるが、鎮火には至らないのではないかという推測のもとで実施した。

図.パック消火試験の様子

ヒーター側

底面

レンガ レンガ

上部

鉄箱上部
(LiBから50cm上)

パック底面
（鉄箱とアンダーカバーの間）

総プラス

総マイナス

ヒーター

ブロックごとに分けてヒーターのスイッチを

入れ、燃焼の様子を確認する。

Bブロック AブロックCブロック

右

左

図.パック試験でのヒーター設置個所

図.温度測定箇所
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2-6.消火試験（パック：（水（浸潤剤入り）消火器）

• 水消火器は10本使用したが鎮火には至らなかった。

• ヒーター傍の中間の温度は600℃～882℃、上部温度は614℃、底面の温度は100℃近辺で推移。

• 鉄箱上部の空間の温度はBブロック燃焼時がもっと高く489℃、底部については234℃であった。
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0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

温
度
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経過時間 min

水（浸潤剤入り）消火器
【Aブロック左】中間 【Aブロック左】上部 【Aブロック左】底面

【Aブロック右】中間 【Aブロック右】上部 【Aブロック右】底面

【鉄箱】上部 【鉄箱】底面

着火

中間
最高598℃

中間
最高882℃

上部
最高614℃

上部
最高614℃

底面
最高137℃

水没開始

消火器噴射 約3分30秒間

底面
最高251℃

Aブロックの炎 Bブロックの炎 Cブロックの炎

鉄箱上部
最高489℃

鉄箱底部
最高234℃

図. 水（浸潤剤入り）消火器使用時の温度推移
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2-6.消火試験（パック：強化液（中性）消火器）

• 強化液（中性）消火器は、12本使用した後に火が消えたものの、噴霧をやめると1分以内に再発火した。
残り3本を使用したが鎮火できなかった。水（浸潤剤入り）に比べLiB上部の温度は低かった。

• LiB上部は最高352 ℃まで温度が上昇。LiB底面では噴射終了後に約100℃付近で保持された。全体
的にデータ欠損が多く、導電性の高い消火液を使用したことによる短絡の影響が想定される。
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【Aブロック右】中間 【Aブロック右】上部 【Aブロック右】底面

【鉄箱】上部 【鉄箱】底面

着火

中間
最高994℃

中間
最高1 226℃

上部
最高352℃

上部
最高56℃

底面
最高419℃

水没開始

消火器噴射 約10分間

底面
最高203℃

鉄箱上部
最高695℃

鉄箱底部
最高20℃

図. 強化液（中性）消火器使用時の温度推移
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2-7.現時点で把握している課題及び想定される解決方法

課題 問題 改善策

塩
水
放
電

解体事業者が安全
に実施可能な塩水
放電方法の提示

解体事業者での1％濃度の塩水作成や、塩水放電実施
可能な場所（屋根付きの屋外）、排水処理可能等、技
術面、設備面、人員面から実際に実施可能な解体事業
者は多くはないと推測される。

全国の主要地域において塩水放電を実施できる
条件がそろっている事業者を2～3社選定し、安
全に実施できるように１年目の発生ガス、排水
分析結果等を踏まえマニュアルに反映していく。

消
火

解体事業者で実現
可能な消火対応の
提示

解体事業者における異常電池発火時の初期消火対応とし
て、消火器による消火試験を実施した。強化液（中性）
消火器、水（浸潤剤入り）消火器、ABC消火器、CO2
消火器で鎮火を目指したが、いずれも鎮火には至らなかった。
解体事業者にとって最も配備しやすい消火器での鎮火見
込みが立っておらず、仮に異常電池が発火した場合、消防
の到着を待つ（大量の水で消火してもらう）という選択肢
以外がない状況である。消防到着までに他の可燃物への引
火や、建物、近隣への被害の拡大などが懸念される。
解体事業者が実現可能な方法で、LiB発火時の対応方
法を提示することは、使用済みのLiB搭載車の適正処理に
は必要不可欠であり、今後のLiB搭載車の普及拡大に伴
い、益々重要になってくると考えられる。

2025年度は車両火災での鎮火試験を実施予
定であったが、モジュール・パックレベルでも鎮火に
至っていない状況で、車両火災の鎮火試験を実
施することはできない。

解体事業者にとって有効な取り扱いマニュアルと
なるように、異常電池の取り扱い状況を想定し、
アンケート結果を踏まえ推奨取り扱い方法を提
示する。
さらに発火を想定し、LiB燃焼のメカニズム、発
火要因を整理し、消火方法（延焼防止を含
む）を検討する。
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2-8.2025年以降消火試験について再整理

項目 概要

マニュアル
前提
条件

対象者 ➢ 解体事業者

対象範囲 ➢ LiB搭載の事故車 ※解体事業者で損傷した電池は含まない

LiB発火要因 ➢ 衝撃による内部構造の崩れ（短絡）、高温環境での放置の２つ

マニュアル
項目
概要

① 事故車及び異常
電池取り扱い推
奨方法の提示

➢ 事故車発生、車両引取、解体事業者車両保管、異常電池取り外し、異常電池保
管、塩水放電、乾燥などの一連の流れの詳細を整理

➢ 自動車メーカーアンケート結果等から禁止又は推奨取り扱い方法を提示

② 事故車、異常電
池発火時の状況
提示（消火しな
かった場合）

➢ 上蓋付きLiBパック燃焼試験、車両燃焼試験結果から把握
➢ 消火を何もしない場合、どの程度の時間で燃焼し、かつ周辺温度がどの程度上がって

しまうのか確認し、延焼危険度を把握

③ 事故車又は異常
電池発火時の対
応（消火等）
方法検討

➢ まずは基本的な１パックでの火災、１車輛での火災において有効な消火方法を検討
➢ 鎮火に至れなくても、消防到着までの時間を稼ぐ。

• マニュアル作成を想定し、2025年以降の消火試験を再計画。
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2-8.2025年以降消火試験について再整理

表. 事故車及び異常電池の取り扱い状況と、発火危険性

道路上

待機

積載車に

車を乗せる
運搬中

積載車から

車を降ろす

保管場所に

車を移動
保管時

車から異常電池

取り外し時

異常電池

保管時

異常電池解体

時（上蓋取り

外し）

塩水放電時
塩水放電後

乾燥・保管

事故による損傷 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

各作業時に発生

する損傷
ー

〇
積載車に乗せる際に、

自動車下面と積載自

動車の接触

〇

運搬中の衝撃？

〇
積載車から降ろす際

に、自動車下面と積載

自動車の接触

〇

フォークリフトで自動

車下面を意図せず

へこませてしまう。

〇

段積み

〇

工具による損傷？、

車を横にして電池を

外す際に落としてし

まった。

〇

段積み

〇

工具による損

傷？

〇

1％以上の塩水濃

度、直接かけるなど

の急激な反応

ー

雨水、水没 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ ー ー ー

火器のそば ー ー ー ー ー ー 〇 〇 〇 〇 〇

周辺温度 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ 〇？ 〇 〇 〇 ー 〇

想

定

し

う

る

危

険

性

作業

イメージ図

場所

形態

高温環境で

の放置

解体事業者

衝撃による

内部構造の

崩れ

（短絡）

車両 パック

道路
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2-8.2025年以降消火試験について再整理

項目 概要

火災時の対応
策の目標設定

➢ 解体事業者が配備可能な方法で、穏やかに発火反応を収める。
➢ 消火器で火の勢いを弱めて、冷却し、防火シート/砂等により窒息させて24時間後の鎮火を目指す。又

は消防到着までの時間を稼ぐ。

検討する
消火方法

➢ 2024年度試験結果から「冷却＋窒息」の組み合わせによる消火方法

消火器に求める効果
火の勢いを弱め、冷却効果を持たせる。
（強化液 中性）、泡、アルゴンガス、ハロン又は代替品、液体窒素を検討。

防火シート/砂等に
求める効果

火災が発生した際に使用し、火を他に延焼させない、LiBを窒息させる。
防火シート（安価/高価）、砂、吸水性ポリマー等を検討。

消火試験の
進め方

➢ 上記組み合わせで、セル→モジュール→パック→車両で試験を実施する。

使用LiB ➢ ラミネート、角型のLiB２種
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3.2025年度以降スケジュール

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

中間 最終 中間 最終

予定 事前検討 事前検討 試験実施

予定 打診

予定 事前相談 試験1 事前相談 試験2 事前相談 試験3

予定
1）たたき

台作成

1）たたき

台作成

1）たたき

台作成

2）関係

者協議

2）関係

者協議

2）関係

者協議
3）確認 3）確認 3）確認

予定 事前検討 事前検討 試験

予定 事前検討 事前検討 試験

予定 事前検討 事前検討 試験

予定 事前検討 事前検討 試験 試験 試験

予定 事前検討 事前検討 試験 試験

予定 事前検討 事前検討 事前検討 試験 試験

予定 事前検討 事前検討 事前検討 試験

予定
マニュアル

最終調整

予定

①事故車及び異常電池取り扱い推奨方法の提示

（マニュアルベースの作成）

セルレベルで事前検討、本試験はモ

ジュールで実施

車輛試験

（角型車両、ラミ車両）２回試験

角型パック試験

１回試験

②事故車、異常電池発火時の状況提示（消火しな

かった場合

Leafパック試験

１回試験

J-FAR様ご報告

年 2025年 2026年 2027年

月

塩水放電

③-2マテックでの電池の分解、塩水浸漬による放電の

実証（LLの1タイプの電池を1個実施）

LL　日産Leafでの実証

発生ガス計測

排水分析

マニュアル用の塩水放電時の動画

撮影

⑦2024年度に作成したマニュアルの他解体事業者で

の実証による有効性確認（全国の2～3の解体事業

者で実施）

全国の2～3解体事業者への打診・

決定

関東：エコアール様

中部：近松商会

九州：西日本オートリサイクル

全国の2～3解体事業者で実施

マニュアル作成

⑧実証を踏まえたマニュアルの修正（課題、追加

項目等の確認）

※マニュアルに消火も含めるならば、リーガルチェック含め

時間が必要

⑨動画を活用した解体事業者への周知活動

③事故車又は異常電池発火時の対応（消火等）方

法検討

消火試験

セルでの消火試験

最大144回試験

マニュアル範囲検討、作成、チェック

等

消火試験・塩水放電試験結果を

反映したマニュアル範囲検討

車輛試験

（角型車両、ラミ車両）２回試験

モジュールでの消火試験

最大36回試験

パックでの消火試験

最大12回試験

自工会・自再協チェック リーガルチェック

動画構成相談 動画撮影動画作成等

マニュアル案作成

• 事故車及び異常電池が発生した際の、取り扱い、保管、失活処理、発火対応、延焼防止等の対処方法について、解体事業者にとって
わかりやすく、かつ有効な内容となるように、今後２カ年を通して検討及び実証を行っていく。
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